










































で，2018 年10 月に博物館行政の所管が文部科学省社会教育課から文化庁に移され，2019 年
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［付］日本博物館協会（2017）による新たな登録基準案（本稿3ページ参照） 
 
１．設置 
１．１ 設置根拠及び永続性、公共性の明示 
 法令、寄付行為、定款などにおいて館の設置根拠が明確で、事業を永続的かつ公共的に実施
することが明示されていること 
１．２ 施設の整備と運営資金の確保 
 博物館が設置根拠に基づいて運営できるよう、設置者によって土地、建物、設備などが整備
され、運営に必要な資金が確保されていること 
２．経営 
２．１ 使命の明確化 
 博物館の使命（設置目的や基本理念）が明確にされるとともに、公にされていること 
２．２ 経営目標と評価 
 使命に基づく中長期的な目標が作成されていること。 
２．３ 経営の透明性 
 収支決算等を公表し、必要な情報を公開する仕組み有し、経営状況の透明性が確保されてい
ること 
２．４ 法令・倫理の遵守 
 博物館組織・博物館職員として遵守すべき法令・条約や倫理規程が把握され、周知されてい
ること 
２．５ 利用条件 
・博物館の公開制を実現するため、１年を通じて原則１５０日以上開館されていること 
・開館日・開館時間の設定に当たっては、利用者の要請、地域の実情、資料の特性、展示の更
新所要日数等を勘案し、利用の利便が図られていること 
３．資料 
３．１ 資料の保有 
博物館の使命を達成するために必要な博物館資料が収集され、保有され、永続的に保全する体
制が整備されていること 
３．２ 収集 
 資料の収集方針が策定され、体系的に資料が収集されていること 
３．３ 資料管理・活用 
 資料受入の手続きが行われ、資料の記録が整備され、収蔵資料と資料に関する情報を活用で
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きる仕組みを有すること。 
４．調査研究 
４．１ 方針 
 博物館の方針に則り、調査研究の方針が策定されていること 
４．２ 成果の公開と還元 
 調査研究の成果が、展示や教育普及活動等を通じて利用者に還元されていること 
５．展示 
５．１ 方針・計画 
 所蔵資料による展示を行い、又は特定の主題に基づき、所蔵資料や借用資料に展示が行われ
ていること 
５．２ 展示の信頼性 
 調査研究に基づく資料を用いて展示されていること 
６．教育普及 
６．１ 方針・計画 
 博物館の方針に則り、体系的に教育普及活動が実施されていること 
６．２ 学習支援 
 問い合わせに適切に対応がなされており、さまざまな方法により利用者の自発的な学習が支
援されていること 
７．職員 
７．１ 館長 
 館長または館長に相当する責任者が置かれ、博物館運営が統括されていること 
７．２ 学芸員 
 事業の実施に必要な学芸員（専門的職員）が配置されていること 
７．３ 事務系・技術系等の職員 
 事業の実施に必要な人員体制が確保されていること 
７．４ 職員の研修 
 研修等の実施や参加により、職員の技能・知識の向上が図られていること 
８．施設設備 
８．１ 施設・整備の整備 
 博物館の設置目的を達成するため、必要な施設及び設備が備わっていること 
８．２ 安全な施設管理 
 公共的施設として安全に利用できるよう、定期点検が行われ、災害時に、来館者と職員、資
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料への安全を配慮し、計画を策定すること 
８．３ 快適性・利便性の向上 
 多様な利用者の立場に立って、施設の快適性・利便性の向上が図られていること 
９．連携協力 
９．１ 連携協力の方針 
 事業の実施にあたり、利用者、地域住民、関連機関等との連携協力について方針が策定され
ていること 
 
